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１．会社概要１．会社概要１．会社概要１．会社概要

１ 名称 ：１ 名称 ：１ 名称 ：１ 名称 ： 株式会社 地域経済活性化支援機構株式会社 地域経済活性化支援機構株式会社 地域経済活性化支援機構株式会社 地域経済活性化支援機構

Regional  Economy Vitalization Corporation of Japan （略称（略称（略称（略称 REVIC））））

２ 設立 ： 平成２ 設立 ： 平成２ 設立 ： 平成２ 設立 ： 平成21年年年年10月月月月14日（㈱企業再生支援機構）日（㈱企業再生支援機構）日（㈱企業再生支援機構）日（㈱企業再生支援機構）

（社名変更日： 平成（社名変更日： 平成（社名変更日： 平成（社名変更日： 平成25年年年年3月月月月18日）日）日）日）

３ 本社所在地 ： 東京都千代田区大手町一丁目六番一号大手町ビル９階３ 本社所在地 ： 東京都千代田区大手町一丁目六番一号大手町ビル９階３ 本社所在地 ： 東京都千代田区大手町一丁目六番一号大手町ビル９階３ 本社所在地 ： 東京都千代田区大手町一丁目六番一号大手町ビル９階

４ 資本金 ： 約４ 資本金 ： 約４ 資本金 ： 約４ 資本金 ： 約231億円億円億円億円

５ 株主 ： 預金保険機構等５ 株主 ： 預金保険機構等５ 株主 ： 預金保険機構等５ 株主 ： 預金保険機構等

６ 役職員数 ：６ 役職員数 ：６ 役職員数 ：６ 役職員数 ： 220名（平成名（平成名（平成名（平成26年年年年9月月月月1日現在）日現在）日現在）日現在）

７ 役員７ 役員７ 役員７ 役員 代表取締役社長※ 瀬谷 俊雄 社外取締役※※ 松嶋 英機 監査役 太田 順司

代表取締役専務 今井 信義 社外取締役※ 伊藤 眞 監査役 髙木 剛

常務取締役 林 謙治 社外取締役※ 中村 利雄 監査役 増田 宏一

常務取締役 櫻田 浩一 社外取締役※ 西川 久仁子 特別顧問 三村 明夫

常務取締役 鈴木 学 特別顧問 関 哲夫

常務取締役 渡邊 准

※※地域経済活性化支援委員会 委員長

※ 地域経済活性化支援委員会 委員
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２．組織体制２．組織体制２．組織体制２．組織体制

監査役監査役監査役監査役

コンプライアンス室コンプライアンス室コンプライアンス室コンプライアンス室

株 主 総 会株 主 総 会株 主 総 会株 主 総 会

取 締 役 会取 締 役 会取 締 役 会取 締 役 会

アドミニストレーションアドミニストレーションアドミニストレーションアドミニストレーション

オフィスオフィスオフィスオフィス

管理室管理室管理室管理室 企画調整室企画調整室企画調整室企画調整室

地域経済活性化支援委員会地域経済活性化支援委員会地域経済活性化支援委員会地域経済活性化支援委員会

監査役室監査役室監査役室監査役室

特別顧問特別顧問特別顧問特別顧問

人事人事人事人事

総務総務総務総務

予算予算予算予算

監理監理監理監理

会計会計会計会計

情報管情報管情報管情報管

理理理理

総合調整総合調整総合調整総合調整

広報広報広報広報

委員会・委員会・委員会・委員会・

取締役会取締役会取締役会取締役会

等運営等運営等運営等運営

監査監査監査監査

役補役補役補役補

助助助助

代表取締役専務代表取締役専務代表取締役専務代表取締役専務

財務室財務室財務室財務室

資金調達資金調達資金調達資金調達

・運用・運用・運用・運用

資産・負債資産・負債資産・負債資産・負債

マネジメンマネジメンマネジメンマネジメン

トトトト

・プロフェッショ・プロフェッショ・プロフェッショ・プロフェッショ

ナル・地域活ナル・地域活ナル・地域活ナル・地域活

性化オフィス性化オフィス性化オフィス性化オフィス

の業務に係の業務に係の業務に係の業務に係

る企画、調整る企画、調整る企画、調整る企画、調整

・信託財産管・信託財産管・信託財産管・信託財産管

理の管理理の管理理の管理理の管理

業務企画室業務企画室業務企画室業務企画室
債権管理室債権管理室債権管理室債権管理室

サポーティングサポーティングサポーティングサポーティング

オフィスオフィスオフィスオフィス

・モニタリング・モニタリング・モニタリング・モニタリング

再生支援対象事業再生支援対象事業再生支援対象事業再生支援対象事業

者に対する支援者に対する支援者に対する支援者に対する支援

・事業再生計画の・事業再生計画の・事業再生計画の・事業再生計画の

策定支援策定支援策定支援策定支援

・債権の買取り・債権の買取り・債権の買取り・債権の買取り

・資金の貸付け・資金の貸付け・資金の貸付け・資金の貸付け

・債務の保証・債務の保証・債務の保証・債務の保証

・出資・出資・出資・出資

・専門家派遣・専門家派遣・専門家派遣・専門家派遣

・助言・助言・助言・助言

プロフェッショナルプロフェッショナルプロフェッショナルプロフェッショナル

オフィスオフィスオフィスオフィス

・信託引受の営業推・信託引受の営業推・信託引受の営業推・信託引受の営業推

進進進進

・事業再生支援相談・事業再生支援相談・事業再生支援相談・事業再生支援相談

受付受付受付受付

・事業再生子会社に・事業再生子会社に・事業再生子会社に・事業再生子会社に

対する専門家派遣、対する専門家派遣、対する専門家派遣、対する専門家派遣、

出資・融資出資・融資出資・融資出資・融資

・事業再生・地域活・事業再生・地域活・事業再生・地域活・事業再生・地域活

性化ファンドの設性化ファンドの設性化ファンドの設性化ファンドの設

立・経営管理立・経営管理立・経営管理立・経営管理

・地域金融機関等に・地域金融機関等に・地域金融機関等に・地域金融機関等に

対する専門家派遣対する専門家派遣対する専門家派遣対する専門家派遣

・小規模事業者の再・小規模事業者の再・小規模事業者の再・小規模事業者の再

生支援生支援生支援生支援

地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化

オフィスオフィスオフィスオフィス

・債権管・債権管・債権管・債権管

理、回理、回理、回理、回

収収収収

・信託引受・信託引受・信託引受・信託引受

審査審査審査審査

・信託引受・信託引受・信託引受・信託引受

管理管理管理管理

・信託財産・信託財産・信託財産・信託財産

管理管理管理管理

代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長代表取締役社長



事業再生の難易度が高い、地域の中核的な企業を事業再生の難易度が高い、地域の中核的な企業を事業再生の難易度が高い、地域の中核的な企業を事業再生の難易度が高い、地域の中核的な企業を

重点的に再生支援重点的に再生支援重点的に再生支援重点的に再生支援

再生計画策定支援、債権者間調整、債権買取り再生計画策定支援、債権者間調整、債権買取り再生計画策定支援、債権者間調整、債権買取り再生計画策定支援、債権者間調整、債権買取り

出資・融資・債務保証、専門家の派遣出資・融資・債務保証、専門家の派遣出資・融資・債務保証、専門家の派遣出資・融資・債務保証、専門家の派遣

地域経済活性化支援機構地域経済活性化支援機構地域経済活性化支援機構地域経済活性化支援機構

地 域地 域地 域地 域

・ 支援決定期限：平成30年3月末（5年延長）・ 支援決定期限：平成30年3月末（5年延長）・ 支援決定期限：平成30年3月末（5年延長）・ 支援決定期限：平成30年3月末（5年延長）

・ 支援期間：「5年以内」に延長・ 支援期間：「5年以内」に延長・ 支援期間：「5年以内」に延長・ 支援期間：「5年以内」に延長

・ 大企業について、支援対象事業者名を公・ 大企業について、支援対象事業者名を公・ 大企業について、支援対象事業者名を公・ 大企業について、支援対象事業者名を公

表表表表

等等等等

①直接の再生支援①直接の再生支援①直接の再生支援①直接の再生支援

健健健健

全全全全

なななな

企企企企

業業業業

群群群群

のののの

形形形形

成成成成

⇒⇒ ⇒⇒

雇雇雇雇

用用用用

のののの

確確確確

保保保保

・・・・

創創創創

出出出出

B 新事業・事業転換をB 新事業・事業転換をB 新事業・事業転換をB 新事業・事業転換を

目指す企業目指す企業目指す企業目指す企業

CCCC 地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化事業事業事業事業をををを

行う企業行う企業行う企業行う企業

Ａ 事業再生を目指す企業Ａ 事業再生を目指す企業Ａ 事業再生を目指す企業Ａ 事業再生を目指す企業

・事業の選択と集中・事業の選択と集中・事業の選択と集中・事業の選択と集中

（円満な退出を含む）（円満な退出を含む）（円満な退出を含む）（円満な退出を含む）

・事業の再編・事業の再編・事業の再編・事業の再編

・足腰の強い経営体の構築・足腰の強い経営体の構築・足腰の強い経営体の構築・足腰の強い経営体の構築

・過剰供給構造の是正・過剰供給構造の是正・過剰供給構造の是正・過剰供給構造の是正

専門家の専門家の専門家の専門家の

派遣派遣派遣派遣

再生支援再生支援再生支援再生支援

中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会

事業再生ファンド事業再生ファンド事業再生ファンド事業再生ファンド

地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関

事業再生子会社事業再生子会社事業再生子会社事業再生子会社

（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）

専門家の専門家の専門家の専門家の

派遣派遣派遣派遣

出資出資出資出資

地域活性化ファンド地域活性化ファンド地域活性化ファンド地域活性化ファンド

地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関

事業計画事業計画事業計画事業計画

策定支援策定支援策定支援策定支援

出資・融資出資・融資出資・融資出資・融資

○ 中小企業再生支援協議会、地域金融機関○ 中小企業再生支援協議会、地域金融機関○ 中小企業再生支援協議会、地域金融機関○ 中小企業再生支援協議会、地域金融機関

に対する専門家の派遣等連携の強化に対する専門家の派遣等連携の強化に対する専門家の派遣等連携の強化に対する専門家の派遣等連携の強化

○ 事業再生子会社に対する専門家の派遣、○ 事業再生子会社に対する専門家の派遣、○ 事業再生子会社に対する専門家の派遣、○ 事業再生子会社に対する専門家の派遣、

出資・融資出資・融資出資・融資出資・融資

○ 事業再生ファンドに対する専門家の派遣、○ 事業再生ファンドに対する専門家の派遣、○ 事業再生ファンドに対する専門家の派遣、○ 事業再生ファンドに対する専門家の派遣、

出資出資出資出資

※地域経済活性化支援機構は、時限的に設立された組織であり、ファンド等への出資決定期限は平成30年3月末、機構の業務完了期限は平成35年3月末。

② 地域の再生現場の強化② 地域の再生現場の強化② 地域の再生現場の強化② 地域の再生現場の強化

○ 地域金融機関に対する専門家の派遣○ 地域金融機関に対する専門家の派遣○ 地域金融機関に対する専門家の派遣○ 地域金融機関に対する専門家の派遣

○ 地域活性化ファンドに対する専門家の派遣、○ 地域活性化ファンドに対する専門家の派遣、○ 地域活性化ファンドに対する専門家の派遣、○ 地域活性化ファンドに対する専門家の派遣、

出資出資出資出資

③ 地域活性化に資する支援③ 地域活性化に資する支援③ 地域活性化に資する支援③ 地域活性化に資する支援

３．業務概要３．業務概要３．業務概要３．業務概要

3

再生計画策定支援再生計画策定支援再生計画策定支援再生計画策定支援

債権者間調整債権者間調整債権者間調整債権者間調整

出資・融資出資・融資出資・融資出資・融資

出資・出資・出資・出資・

融資等融資等融資等融資等
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４．再生支援対象４．再生支援対象４．再生支援対象４．再生支援対象

１．事業規模： 下記（２）「支援対象から除外される事業者」を除く全ての事業者が対象

２．業 種： 全ての業種が対象。製造業、小売業、サービス業、建設業、運輸業等の各業種に加え、

病院、学校等も支援対象

３．地 域： 全ての地域が対象。地方圏に限らず、東京や大阪等の都市圏の企業も支援対象

４．会社形態： 株式会社だけでなく、持分会社、個人事業者、非営利法人も対象

（１）支援対象となり得る事業者

（２）支援対象から除外される事業者

①大規模な事業者

・資本金（出資）額が５億円を超え、かつ、常時従業員が１千人超の事業者（注）

（注）再生支援による事業の再生が図られなければ、当該事業者の業務のみならず地域における総合的な経済活動に

著しい障害が生じ、地域経済の再建、地域の信用秩序の維持又は雇用の状況に甚大な影響を及ぼすおそれがあると

主務大臣が認める事業者については支援対象となり得る。

②地方三公社

・地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社の地方三公社

③第三セクター

・国又は地方公共団体が１／４以上出資している法人（但し、株式会社の場合、１／４以上の議決権を

保有しない場合は除く）

・国又は地方公共団体からの派遣職員等が役員の１／２超を占める法人

・国又は地方公共団体からの補助金、委託費等が収入の２／３以上を占める法人

・国又は地方公共団体がその子法人等と合わせて１／４以上を出資している法人（但し、株式会社の場合、

１／４以上の議決権を保有しない場合は除く）
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５．再生支援決定基準５．再生支援決定基準５．再生支援決定基準５．再生支援決定基準

①有用な経営資源を有していること。

②過大な債務を負っていること。

③例えば、主要債権者との連名による申込みであること等、申込みに当たり事業再生の見込みがある

と認められること。

④再生支援決定から５年以内に「生産性向上基準」（注１）及び「財務健全化基準」（注２）を満たすこと。

（注１）生産性向上基準：以下のいずれかを満たすこと。

a. 自己資本当期純利益率が2％ポイント以上向上
b. 有形固定資産回転率が5％以上向上
c. 従業員１人当たり付加価値額が6％以上向上
d. 上記に相当する生産性の向上を示す他の指標の改善

（注２）財務健全化基準：以下のいずれも満たすこと。

e. 有利子負債（資本性借入金がある場合は当該借入金を控除）のキャッシュフローに対する比率が
１０倍以内

（キャッシュフロー ＝留保利益＋減価償却費＋引当金増減）

f. 経常収入が経常支出を上回ること。

なお、事業分野の特性、当該事業者の規模等を勘案し、上記の基準のうちの一部について、その期間内に

満たすことが見込まれないことについて合理的と認められる特段の事情があると機構が認める場合は、これを

硬直的に適用することとはしない。

⑤機構が債権買取り、資金の貸付け、債務の保証又は出資を行う場合、支援決定から５年以内に債権

又は株式等の処分が可能となる蓋然性が高いと見込まれること。

⑥機構が出資を行う場合、必要不可欠性、出資比率に応じたガバナンス発揮、スポンサー等の協調投資

等の見込み、回収の見込み等を満たすこと。

⑦労働組合等と話し合いを行う（又は行う予定である）こと。



６．事業再生業務の流れ６．事業再生業務の流れ６．事業再生業務の流れ６．事業再生業務の流れ（事前相談から再生支援決定まで）
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＜＜＜＜2週間～週間～週間～週間～1か月か月か月か月

程度程度程度程度※※※※2＞＞＞＞

プレデューディリジェンスプレデューディリジェンスプレデューディリジェンスプレデューディリジェンス

（事前検討）（事前検討）（事前検討）（事前検討）

＜＜＜＜1か月～か月～か月～か月～2カ月程度カ月程度カ月程度カ月程度※※※※2＞＞＞＞

資産等の査定（デューディリジェンス）資産等の査定（デューディリジェンス）資産等の査定（デューディリジェンス）資産等の査定（デューディリジェンス）

・関係者調整・事業再生計画作成・関係者調整・事業再生計画作成・関係者調整・事業再生計画作成・関係者調整・事業再生計画作成

＜＜＜＜3カ月～カ月～カ月～カ月～4カ月程度カ月程度カ月程度カ月程度※※※※2＞＞＞＞
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※1 事業者からの相談も受付けています。

※2 スケジュールは、円滑に進んだ場合であり、事業者や関係

者の状況等に応じて、大きく変動することがあります。

※1 事業者からの相談も受付けています。

※2 スケジュールは、円滑に進んだ場合であり、事業者や関係

者の状況等に応じて、大きく変動することがあります。

再再再再

生生生生

支支支支

援援援援

合合合合

意意意意

書書書書
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７．再生支援実績７．再生支援実績７．再生支援実績７．再生支援実績（H26/8月末）

企業再生支援機構企業再生支援機構企業再生支援機構企業再生支援機構

（（（（ETIC））））
地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化

支援機構（支援機構（支援機構（支援機構（REVIC））））
合計合計合計合計

再生支援決定件数 28件 19件 47件

うち支援完了 23件 6件 29件

中小企業者 公益事業者中小企業者 公益事業者中小企業者 公益事業者中小企業者 公益事業者

※※※※

中堅事業者 大規模中堅事業者 大規模中堅事業者 大規模中堅事業者 大規模

事業者事業者事業者事業者

合計合計合計合計

21 16 8 2 47

製造業 医療業 運輸業 漁業 通信業 その他 合計製造業 医療業 運輸業 漁業 通信業 その他 合計製造業 医療業 運輸業 漁業 通信業 その他 合計製造業 医療業 運輸業 漁業 通信業 その他 合計

16 14 2 1 1 13 47

【規模別】 【業種別】

※公益事業者には、医療法人と学校法人を合算しています。



８．官民ファンドガイドラインにおける地域経済活性化支援機構のファンド全体のＫＰＩ８．官民ファンドガイドラインにおける地域経済活性化支援機構のファンド全体のＫＰＩ８．官民ファンドガイドラインにおける地域経済活性化支援機構のファンド全体のＫＰＩ８．官民ファンドガイドラインにおける地域経済活性化支援機構のファンド全体のＫＰＩ

地域における中小企業等に対する事業再生支援態勢を強化するとともに、

事業転換や新事業及び地域活性化事業に対する支援を推進し、もって地域経済の活性化に貢献する。

政策目的政策目的政策目的政策目的

１．直接の再生支援を通じた地域への貢献 ２．地域への知見・ノウハウの移転等を通じた１．直接の再生支援を通じた地域への貢献 ２．地域への知見・ノウハウの移転等を通じた１．直接の再生支援を通じた地域への貢献 ２．地域への知見・ノウハウの移転等を通じた１．直接の再生支援を通じた地域への貢献 ２．地域への知見・ノウハウの移転等を通じた

事業再生・地域活性化支援事業再生・地域活性化支援事業再生・地域活性化支援事業再生・地域活性化支援

３．中小企業等への重点支援の３．中小企業等への重点支援の３．中小企業等への重点支援の３．中小企業等への重点支援の

明確化明確化明確化明確化

（１）具体的な検討を行った案件に対する関与度合い（１）具体的な検討を行った案件に対する関与度合い（１）具体的な検討を行った案件に対する関与度合い（１）具体的な検討を行った案件に対する関与度合い

・・・・達成率目標＝50％以上

（２）先導的な事業再生・地域活性化モデルの創造等（２）先導的な事業再生・地域活性化モデルの創造等（２）先導的な事業再生・地域活性化モデルの創造等（２）先導的な事業再生・地域活性化モデルの創造等

・・・・達成率目標＝75％以上

（３）ハンズオン支援等による収益改善（３）ハンズオン支援等による収益改善（３）ハンズオン支援等による収益改善（３）ハンズオン支援等による収益改善

・・・・達成率目標＝75％以上

（４）地域経済への貢献（４）地域経済への貢献（４）地域経済への貢献（４）地域経済への貢献

・・・・達成率目標＝75％以上

（５）金融機関等との連携（５）金融機関等との連携（５）金融機関等との連携（５）金融機関等との連携

・・・・達成率目標＝90％以上
※（２）～（５）については、再生支援決定した案件について評価

（１）各都道府県での支援実績の積上げ（１）各都道府県での支援実績の積上げ（１）各都道府県での支援実績の積上げ（１）各都道府県での支援実績の積上げ

・・・・達成率目標＝75％以上

（２）地域への知見・ノウハウの移転（２）地域への知見・ノウハウの移転（２）地域への知見・ノウハウの移転（２）地域への知見・ノウハウの移転

・・・・達成率目標＝100％

（３）地域経済への貢献（３）地域経済への貢献（３）地域経済への貢献（３）地域経済への貢献

・・・・達成率目標＝75％以上

（４）金融機関等との連携（４）金融機関等との連携（４）金融機関等との連携（４）金融機関等との連携

・・・・達成率目標＝90％以上

・中小規模の事業者の割合を・中小規模の事業者の割合を・中小規模の事業者の割合を・中小規模の事業者の割合を

９割以上９割以上９割以上９割以上（病院・学校等を含む）

４．機構全体の収益性確保４．機構全体の収益性確保４．機構全体の収益性確保４．機構全体の収益性確保

・出資金を全額回収できる収益を・出資金を全額回収できる収益を・出資金を全額回収できる収益を・出資金を全額回収できる収益を

確保（倍数１倍以上）確保（倍数１倍以上）確保（倍数１倍以上）確保（倍数１倍以上）

ⅠⅠⅠⅠ．ファンド全体に関するＫＰＩ．ファンド全体に関するＫＰＩ．ファンド全体に関するＫＰＩ．ファンド全体に関するＫＰＩ

機構が相談を受け再生支援に関する具体的検討を

行った案件の全てについて、再生支援決定に基づく支援、

経営改善や機構以外の手続を含む事業再生の進め方

等に係る助言による支援を行うことにより、地域における

中小企業等の事業再生や新事業・事業転換等を図り、

地域経済の活性化に貢献する。

①平成26年度中に、事業再生・地域活性化ファンド

を同25年度実績（４件）を上回る件数を組成。同27
年度以降は、引き続き地域のニーズに沿ったファ

ンド組成を目標とするが、機構の存続期間も考慮

しつつ、新たなファンドの組成のみならず、マザー

ファンドの活用等により、各都道府県において支援

実績を積み上げ、地域経済の活性化に貢献する。

②地域への事業再生や地域活性化に係る知見・ノ

ウハウの移転を進めるため、地域金融機関等への

特定専門家派遣及び地域金融機関等からの人材

の受入れを平成35年３月末までに累計で200件以

上行うことにより、その地域における支援機能の持

続的な整備・拡充を図る。

事業者に対する機構による直接支

援及び事業再生・地域活性化ファン

ドを通じた支援における中小企業及

び病院・学校等の中小規模の事業

者の割合を９割以上とする。

機構解散時に機構の財産をもって、

全ての機構の債務完済ができるとと

もに、機構に対する出資者が出資

金を回収できる以上の収益（倍数１

倍以上）を確保する。

ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標
ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標

ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標

ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標ＫＰＩ実現のための行動目標
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月
1

日
 

㈱
グ

ラ
ン

ビ
ス

タ
ホ

テ
ル

＆
リ

ゾ
ー

ト
（
旧

：
三

井
観

光
開

発
㈱

）
 

2
1
 

2
0
1
1

年
1
2

月
2
2

日
 

㈱
ダ

イ
マ

ル
、

㈱
デ

ィ
メ

ー
ル

、
 
丸

竹
八

戸
水

産
㈱

 

2
2
 

2
0
1
2

年
2

月
9

日
 

㈱
ヤ

マ
ニ

シ
 

2
3
 

2
0
1
2

年
3

月
2
2

日
 

医
療

法
人

社
団

白
銀

会
等

 

2
4
 

2
0
1
2

年
3

月
2
9

日
 

医
療

法
人

社
団

惠
仁

会
 

2
5
 

2
0
1
2

年
3

月
2
9

日
 

学
校

法
人

山
本

学
園

 

2
6
 

2
0
1
2

年
4

月
5

日
 

医
療

法
人

社
団

三
栄

会
 

2
7
 

2
0
1
2

年
4

月
1
2

日
 

医
療

法
人

盛
全

会
、

有
限

会
社

西
大

寺
ホ

ス
ピ

タ
ル

サ
ー

ビ
ス

 

2
8
 

2
0
1
2

年
4

月
1
2

日
 

医
療

法
人

真
木

会
 

    

○
企
業
再
生
支
援
機
構
 



1
0
 

 

事
例

№
 

支
援

決
定

日
 

支
援

対
象

事
業

者
 

1
 

2
0
1
3
年

3
年

2
1
日

 
㈱

紅
乙

女
酒

造
 

2
 

2
0
1
3
年

3
年

2
8
日

 
㈱

中
山

製
鋼

所
 

3
 

2
0
1
3
年

3
年

2
8
日

 
㈱

北
都

及
び

㈱
三

都
 

4
 

2
0
1
3
年

3
年

2
8
日

 
㈱

マ
リ

ー
ナ

電
子

及
び

㈱
マ

リ
ー

ナ
産

業
 

5
 

2
0
1
3
年

5
年

3
0
日

 
医

療
法

人
社

団
東

華
会

及
び

有
限

会
社

東
華

医
療

設
備

 

6
 

2
0
1
3
年

9
月

1
3
日

 
寿

工
業

株
式

会
社

 

7
 

2
0
1
4
年

7
月

2
2
日

 
新

和
印

刷
株

式
会

社
及

び
新

和
ロ

ジ
ス

テ
ィ

ク
ス

株
式

会
社

 

8
 

2
0
1
4
年

8
月

1
日

 
株

式
会

社
沖

縄
三

越
 

9
 

2
0
1
4
年

8
月

1
日

 
株

式
会

社
フ

レ
ン

ド
リ

ー
 

1
0
 

2
0
1
4
年

8
月

6
日

 
株

式
会

社
最

上
、

株
式

会
社

海
荘

及
び

株
式

会
社

ク
リ

ア
ウ

ォ
ー

タ
ー

 

1
1
 

2
0
1
4
年

8
月

8
日

 
社

会
福

祉
法

人
宇

治
病

院
 

1
2
 

2
0
1
4
年

8
月

2
2
日

 
株

式
会

社
建

材
社

 

 ※
上
記
以
外
に
非
公
表
案
件
７
件
 

 （
注
）
旧
企

業
再
生

支
援
機
構

に
お
い
て

は
、
支

援
対
象
事

業
者
の
名

称
等
を

公
表
す
る

義
務
が
課

せ
ら
れ

て
い
た
が

、

平
成

2
5
年
３
月
の
機
構
法
改
正
に
よ
り
中
小
企
業
の
風
評
被
害
を
防
止
し
、
使
い
勝
手
の
向
上
を
図
る
観
点
か
ら
、

地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
で
は
、
中
小
企
業
に
つ
い
て
は
名
称
等
の
公
表
を
義
務
付
け
な
い
こ
と
と
な
っ
た
。
 

但
し
、
中
小
企
業
で
あ
っ
て
も
、
公
表
が
可
能
な
も
の
に
つ
い
て
は
支
援
決
定
時
か
ら
個
別
の
支
援
対
象
事
業
者

名
を
公
表
す
る
運
用
と
な
っ
て
い
る
。
 

  
 

○
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
 



1
1
 

 事
例
番
号

 
1 

対
象
事
業
者

 
株
式
会
社
日
本
航
空
、
株
式
会
社
日
本
航
空
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
、
株
式
会
社
ジ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル

 

本
社
所
在
地

 
東
京
都
品
川
区

 

業
種

 
航
空
運
送
事
業
、
航
空
運
送
関
連
事
業

 

持
込
金
融
機
関
等

 
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
、
国
際
協
力
銀
行
、
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
、
三
菱
東

京
U

FJ
銀
行
、
三
井
住
友
銀
行

 

取
引
金
融
機
関
等

 
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
、
国
際
協
力
銀
行
、
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
、
三
菱
東

京
U

FJ
銀
行
、
三
井
住
友
銀
行
、
他

 

事
業
規
模

 
資
本
金
：

2,510
億
円
（
㈱
日
本
航
空
単
体
）
 
売
上
高
：

1
兆

4,948
億
円

 

従
業
員
数
：

47,526
名
（
連
結
）
 
借
入
金
総
額
：
約

7,318
億
円

 

経
緯

 
従
前
か
ら
の
高
コ
ス
ト
体
質
か
ら
の
脱
却
を
図
る
べ
く
、
人
的
生
産
性
向
上
に
よ
る
人
員
数
減
や
賃
金
制

度
・
退
職
金
制
度
改
定
、
一
時
金
の
抑
制
な
ど
、
人
件
費
削
減
、
運
営
体
制
、
業
務
プ
ロ
セ
ス
見
直
し
に

よ
る
コ
ス
ト
構
造
改
革
、
収
益
性
の
観
点
に
よ
る
国
際
・
国
内
路
線
の
徹
底
的
な
見
直
し
、
機
材
更
新
と

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
の
推
進
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
自
助
努
力
を
行
っ
て
き
た
が
、
抜
本
的
改
善
に
至
ら
な
い

中
、

2008 
年
秋
以
降
の
「
金
融
危
機
」
と
「
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
」
に
よ
る
需
要
低
迷
が
直
接
的
な

引
き
金
と
な
り
窮
境
状
態
に
陥
っ
た
。
短
期
間
で
巨
額
の
運
転
資
金
が
必
要
と
な
っ
た
厳
し
い
経
営
状
況

の
中
で
、
事
業
再
生
の
た
め
今
後
新
た
に
必
要
と
な
る
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
、
一
層
の
透
明
性
・
公

正
性
を
確
保
す
る
必
要
性
が
あ
る
も
の
と
判
断
し
、
機
構
の
支
援
と
会
社
更
生
手
続
を
併
用
す
る
事
前
調

整
型
再
生
ス
キ
ー
ム
を
利
用
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

 

機
構
の
支
援
意
義

 
日
本
最
大
の
航
空
事
業
者
で
、
海
外
及
び
国
内
に
お
い
て
多
数
の
国
・
都
市
に
運
航
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

を
運
営
し
て
お
り
、
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
一
翼
を
担
う
公
共
交
通
機
関
で
あ
る
。

 

再
生
ス
キ
ー
ム

 
機
構
の
支
援
と
会
社
更
生
手
続
を
併
用
す
る
事
前
調
整
型
再
生
ス
キ
ー
ム

 

ス
キ
ー
ム
の
概
要

 
事

業
価

値
維

持
の

た
め

に
必

要
な

措
置

を
と

る
べ

く
、
機
構
の
支
援
と
会
社
更
生
手
続
を
併
用
す
る
「
事

前
調
整
型
再
生
ス
キ
ー
ム
」
を
採
用
。

 

○
事
業
価
値
維
持
の
た
め
に
講
じ
ら
れ
た
措
置

 

①
商
取
引
債
権
の
保
護

 

②
リ
ー
ス
料
債
権
の
保
護

 

③
顧
客
マ
イ
レ
ー
ジ
の
保
護

 

④
既
発
行
株
主
優
待
券
の
一
定
期
間
内
の
有
効
性

維
持

 

⑤
企
業
年
金
基
金
の
存
置

 

⑥
平
成

21 
年

11 
月
以
降
の
借
入
金
の
保
護
・

 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
維
持

 

企
業

再
生
支
援

機
構

の
関
与

 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 

○
D

IP
ロ
ー
ン
枠
（
総
額

6,000
億
円
）
の
設
定

 

○
債
権
買
取
 

○
出
資
（

3,000
億
円
以
上
）

 

金
融
支
援
の
内
容

 
債
権
総
額

1 
兆

1,578 
億
円
の
う
ち
約

7,300 
億
円
を
債
権
放
棄
。
機
構
及
び
日
本
政
策
投
資
銀
行
か

ら
6,000 

億
円
の
総
貸
付
枠
に
よ
る

D
IP 

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を
実
行
。
機
構
及
び
日
本
政
策
投
資
銀
行
並

び
に
主
要
行
を
は
じ
め
と
す
る
関
係
金
融
機
関
等
が
協
調
し
て
リ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を
実
行
（
こ
れ
ら
を
弁

済
原
資
と
し
て
共
益
債
権
た
る

D
IP 

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
及
び
更
生
担
保
権
・
更
生
債
権
を
一
括
弁
済
）
。

 

経
営
責
任
等

 
経
営
責
任
：
取
締
役
は
全
員
退
任
（
そ
の
上
で
、
事
業
の
遂
行
に
必
要
な
者
に
つ
い
て
は
、
更
生
手
続
に

お
い
て
別
途
協
力
を
要
請
）
。

 

株
主
責
任
：
㈱
日
本
航
空
の
普
通
株
式
及
び

A
 
種
株
式
に
つ
い
て
は

100
％
減
資
す
る
こ
と
に
よ
り
株

主
責
任
を
履
行
。

 
  

 

 

○
企
業
再
生
支
援
機
構
 



1
2
 

 事
例
番
号

 
2 

対
象
事
業
者

 
株
式
会
社
ウ
ィ
ル
コ
ム

 

本
社
所
在
地

 
東
京
都
港
区

 

業
種

 
電
気
通
信
事
業
及
び
そ
の
附
帯
事
業

 

持
込
金
融
機
関
等

 
三
菱
東
京

U
FJ

銀
行
、
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行

 

取
引
金
融
機
関
等

 
三
菱
東
京

U
FJ

銀
行
、
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
 
他

 

事
業
規
模

 
資
本
金
：

50
億
円
 
営
業
収
益
：

2,030
億
円
（
連
結
）
 
従
業
員
数
：

1,058
名

 

借
入
金
総
額
：

995
億
円

 

経
緯

 
L

B
O
（
レ
バ
レ
ッ
ジ
ド
・
バ
イ
ア
ウ
ト
）
時
の
買
収
資
金
ロ
ー
ン
の
リ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
で
多
額
の
負
債
を

抱
え
る
中
、

2007 
年
頃
よ
り
競
争
激
化
や
設
備
投
資
負
担
増
が
財
務
状
態
を
逼
迫
す
る
よ
う
に
な
り
、

2009 
年

9 
月
に
事
業
再
生

A
D

R
手
続
の
利
用
を
申
請
。
そ
の
事
業
再
生

A
D

R
手
続
と
並
行
し
て

X
G

P

事
業
及
び

PH
S
事
業
に
つ
い
て
事
業
再
生
を
目
的
と
し
た
ス
ポ
ン
サ
ー
を
募
り
、
ア
ド
バ
ン
テ
ッ
ジ
パ

ー
ト
ナ
ー
ズ
有
限
責
任
事
業
組
合
が
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
フ
ァ
ン
ド
（

A
P
フ
ァ
ン
ド
）
及
び
ソ
フ
ト

バ
ン
ク
株
式
会
社
が
共
同
で
支
援
の
意
向
を
表
明
。
そ
の
後
、
機
構
が
関
係
者
を
調
整
し
た
結
果
、
事
業

再
生
の
基
本
方
針
に
つ
い
て
合
意
、
機
構
へ
の
支
援
申
込
み
を
行
う
に
至
っ
た
。

 

機
構
の
支
援
意
義

 
主
力
の

PH
S
事
業
は
地
域
に
お
け
る
重
要
な
通
信
手
段
の
一
つ
で
、
契
約
者
の
日
常
生
活
を
支
え
る
と

と
も
に
、
医
療
・
介
護
・
防
災
面
か
ら
も
必
要
不
可
欠
な
社
会
イ
ン
フ
ラ
で
あ
り
、
高
い
公
共
性
を
有
す

る
。

 

再
生
ス
キ
ー
ム

 
機
構
の
支
援
と
会
社
更
生
手
続
を
併
用
す
る
関
係
者
調
整
型
再
生
ス
キ
ー
ム

 

ス
キ
ー
ム
の
概
要

 
350 

億
円
の
公
募
社
債
を
発
行
し
て
い
る
が
、
機
構
手
続
で
は
公
募
社
債
、
リ
ー
ス
債
権
、
偶
発
債
務
等

に
つ
い
て
は
金
融
支
援
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
法
的
整
理
で
あ
る
会
社
更
生
手
続
を
併

用
し
た
（
当
社
は

2010 
年

2 
月

18 
日
に
東
京
地
方
裁
判
所
に
会
社
更
生
手
続
の
申
立
を
行
い
、
翌
月

12 
日
に
開
始
決
定
を
受
け
た
）
。

 

ス
ポ
ン
サ
ー
が
設
立
し
た
新
会
社
に

X
G

P
事
業
を
譲
渡
。
更
生
計
画
の
認
可
決
定
後
に
既
存
株
主
の
株

式
を

100
％
減
資
で
消
却
。

A
P
フ
ァ
ン
ド
に
対
し
て
第
三
者
割
当
増
資
を
実
施
。

 

【
ス
キ
ー
ム
図
】

 

 

企
業

再
生
支
援

機
構

の
関
与

 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 

金
融
支
援
の
内
容

 
債
権
総
額

1,495
億
円
の
う
ち
約

1,145
億
円
を
債
権
放
棄
。

 

経
営
責
任
等

 
経
営
責
任
：
取
締
役
は
全
員
退
任
。

 

株
主
責
任
：
普
通
株
式
に
つ
い
て
は

100
％
減
資
す
る
こ
と
に
よ
り
株
主
責
任
を
履
行
。

 



1
3
 

  事
例
番
号

 
8 

対
象
事
業
者

 
会
津
乗
合
自
動
車
㈱
、
会
津
バ
ス
観
光

A
・

T
・

S
㈱
、
会
津
バ
ス
・
オ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
㈱

 

（
※
以
下
、
特
に
断
り
が
な
い
場
合
、
会
津
乗
合
自
動
車
㈱
に
つ
い
て
の
説
明
）

 

本
社
所
在
地

 
福
島
県
会
津
若
松
市

 

業
種

 
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
、
一
般
貸
切
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事

業
 

持
込
金
融
機
関
等

 
東
邦
銀
行

 

取
引
金
融
機
関
等

 
東
邦
銀
行
 
他

 

事
業
規
模

 
資
本
金
：

0.9
億
円
 
売
上
高
：

20
億
円
、
従
業
員
数
：

426
名

 

借
入
金
総
額
：
約

13
億
円
（

3
社
合
計
）

 

経
緯

 
2008 

年
秋
以
降
の
大
幅
な
景
気
減
退
の
影
響
等
に
よ
り
、
主
力
の
路
線
バ
ス
事
業
に
加
え
、
タ
ク
シ
ー

事
業
や
貸
切
バ
ス
事
業
も
収
支
面
で
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
大
規
模
リ
ス
ト
ラ
等
を
行
っ
た
が
コ

ス
ト
削
減
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
ず
、
最
低
限
の
継
続
的
設
備
投
資
も
必
要
な
こ
と
か
ら
、
有
利
子
負
債

だ
け
が
拡
大
。

2010 
年

6 
月
に
は
金
融
機
関
に
対
し
元
本
返
済
の
猶
予
を
要
請
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況

に
至
り
、
東
邦
銀
行
と
協
議
の
上
で
、
事
業
価
値
の
毀
損
を
最
小
限
に
抑
え
つ
つ
、
透
明
か
つ
公
正
な
手

法
に
よ
り
抜
本
的
な
事
業
再
構
築
に
取
り
組
む
た
め
、
機
構
へ
の
支
援
申
込
み
を
行
う
に
至
っ
た
。

 

機
構
の
支
援
意
義

 
地
域
の
交
通
イ
ン
フ
ラ
維
持
に
大
き
く
寄
与
す
る
。

 

地
域
の
主
要
産
業
で
あ
る
観
光
産
業
の
中
心
的
存
在
で
あ
る
こ
と
。
 

再
生
ス
キ
ー
ム

 
非
事
業
用
資
産
等
の
分
離

 

ス
キ
ー
ム
の
概
要

 
会
津
乗
合
自
動
車
㈱
は

100%
減
資
を
実
施
。

 

会
津
乗
合
自
動
車
㈱
に
子
会
社

2 
社
の
金
融
債
務
を
集
約
し
た
後
に
会
社
分
割
を
実
施
し
、
新
た
に
設

立
す
る
新
会
社
に
非
事
業
用
不
動
産
及
び
収
益
弁
済
可
能
見
込
額
を
超
え
る
金
融
債
務
を
承
継
。

 

新
会
社
は
非
事
業
用
不
動
産
の
売
却
代
金
を
承
継
し
た
金
融
債
務
の
返
済
に
充
当
。
非
事
業
用
不
動
産
の

売
却
後
に
特
別
清
算
手
続
等
に
よ
り
清
算
。

 

【
ス
キ
ー
ム
図
】

 

 

企
業

再
生
支
援

機
構

の
関
与

 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 

○
出
資
（

1
億
円
）

 

○
債
権
買
取

 

○
債
務
保
証
（
最
大

1
億
円
）

 

○
経
営
人
材
の
派
遣

 

金
融
支
援
の
内
容

 
借
入
債
務

13.8
億
円
の
う
ち
、
旧
会
社
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
で
返
済
可
能
な
額
を
旧
会
社
に
残
し
、

残
額
を
新
会
社
が
承
継
し
た
上
で
非
事
業
用
資
産
の
売
却
代
金
を
返
済
に
充
当
。
最
終
的
に
、
新
会
社
の

残
債
務
約

5.1
億
円
が
金
融
機
関
の
債
権
放
棄
額
と
な
る
見
込
み
。

 

経
営
責
任
等

 
経
営
責
任
：
代
表
取
締
役
及
び
監
査
役
は
全
員
退
任
。
な
お
、
代
表
取
締
役

2 
名
以
外
の
取
締
役
は
本

事
業
再
生
計
画
の
履
行
に
必
要
な
た
め
、
取
締
役
を
退
任
し
た
上
で
事
業
再
生
に
必
要
な
協

力
を
行
う
。

 

株
主
責
任
：
会
津
バ
ス
の
普
通
株
式
に
つ
い
て
は

100
％
減
資
す
る
こ
と
に
よ
り
株
主
責
任
を
履
行
。

 
  

 



1
4
 

 事
例
番
号

 
11 

対
象
事
業
者

 
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院

 

事
務
所
所
在
地

 
福
島
県
福
島
市

 

業
種

 
病
院
、
診
療
所
、
看
護
学
校
、
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等
の
経
営

 

持
込
金
融
機
関
等

 
東
邦
銀
行

 

取
引
金
融
機
関

 
東
邦
銀
行
、
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構

 

事
業
規
模

 
指
定
正
味
財
産
：

0.07
億
円
、
医
業
収
入
：

85
億
円
 
従
業
員
数
：

786
名
 
借
入
金
総
額
：

75
億
円

 

経
緯

 
1990

年
に
本
院
か
ら
一
部
の
診
療
科
を
切
り
離
し
、
医
療
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
た
こ
と
で
、
有
利
子
負

債
が
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
医
業
利
益
も
大
き
く
落
ち
込
む
。
そ
の
後
も
何
度
か
経
営
不
振
に
見
舞
わ
れ

る
が
、
理
事
長
や
院
長
の
交
代
と
い
っ
た
経
営
刷
新
に
取
り
組
み
、

2011
年

3
月
期
の
医
業
利
益
は

1

億
円
を
見
込
め
る
ま
で
に
回
復
。
し
か
し
な
が
ら
、
本
院
の
老
朽
化
が
著
し
く
、
建
て
替
え
が
喫
緊
の
課

題
。
本
院
と
セ
ン
タ
ー
の
統
合
に
よ
る
新
病
院
建
設
を
計
画
し
て
い
る
が
、

74
億
円
の
借
入
金
を
抱
え

41
億
円
の
債
務
超
過
の
状
態
に
あ
る
等
、
財
務
面
で
の
毀
損
が
著
し
く
、
新
た
な
投
資
は
困
難
な
状
況

で
あ
っ
た
た
め
、
機
構
へ
の
支
援
申
込
み
を
行
う
に
至
っ
た
。

 

機
構
の
支
援
意
義

 
重
要
な
地
域
医
療
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
。

 

私
的
整
理
の
少
な
い
病
院
の
再
生
モ
デ
ル
の
構
築
。
 

再
生
ス
キ
ー
ム

 
債
権
放
棄

 

ス
キ
ー
ム
の
概
要

 
企
業
再
生
支
援
機
構
が
、
東
邦
銀
行
か
ら
一
部
債
権
を
買
い
取
る
。

 

東
邦
銀
行
は
対
象
事
業
者
に
対
し
て

10
億
円
の
融
資
枠
を
設
定
し
、
そ
の
う
ち

50
％
を
企
業
再
生
支
援

機
構
が
保
証
。

 

企
業
再
生
支
援
機
構
及
び
東
邦
銀
行
が
、
対
象
事
業
者
に
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材
を
派
遣
。

 

【
ス
キ
ー
ム
図
】

 

 

企
業

再
生
支
援

機
構

の
関
与

 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 

○
債
権
買
取
 

○
債
務
保
証
（
最
大

5
億
円
）

 

○
経
営
人
材
の
派
遣

 

金
融
支
援
の
内
容

 
対
象
債
権
総
額

73
億
円
の
う
ち

60
億
円
を
債
権
放
棄
。
東
邦
銀
行
が
運
転
資
金
枠

10
億
円
（
機
構

50
％

保
証
）
を
設
定
。

 

経
営
責
任
等

 
経
営
責
任
：
理
事
及
び
評
議
員
は
一
旦
退
任
し
、
新
体
制
に
移
行
。

 

出
資
者
責
任
：
－
（
財
団
法
人
の
た
め
）

 
  

 

債
権

7
3
億
円

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

【【【 【
資
金
使
途
】

運
転
資
金

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

企企企 企業業業 業再再再 再生生生 生支支支 支援援援 援機機機 機構構構 構 企企企 企業業業 業再再再 再生生生 生支支支 支援援援 援機機機 機構構構 構

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

6
0
億
円

6
0
億
円

6
0
億
円

6
0
億
円

債
権

7
3
億
円

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

②
融
資
最
大
1
0
億
円

【【【 【
資
金
使
途
】

運
転
資
金

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

①
債
権
買
取
（
一
部
）

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

②
融
資
額
の
5
0
%
保
証

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

東
邦
銀
行

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

③
経
営
サ
ポ
ー
ト
人
材

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

の
派
遣

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

対
象
事
業
者

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

（
財
団
法
人
大
原
綜
合
病
院
）

企企企 企業業業 業再再再 再生生生 生支支支 支援援援 援機機機 機構構構 構 企企企 企業業業 業再再再 再生生生 生支支支 支援援援 援機機機 機構構構 構

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

債
権
放
棄
額

6
0
億
円

6
0
億
円

6
0
億
円

6
0
億
円



1
5
 

 事
例
番
号

 
21 

対
象
事
業
者

 
株
式
会
社
ダ
イ
マ
ル
、
株
式
会
社
デ
ィ
メ
ー
ル
、
丸
竹
八
戸
水
産
株
式
会
社

 

本
社
所
在
地

 
青
森
県
八
戸
市

 

業
種

 
水
産
加
工
品
事
業
、
商
事
事
業
、
廻
船
問
屋
事
業
、
冷
凍
倉
庫
事
業

 

持
込
金
融
機
関
等

 
青
森
銀
行
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
、
有
限
会
社
吉
田
興
産
、
株
式
会
社
吉
田
産
業

 

取
引
金
融
機
関

 
青
森
銀
行
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
、
商
工
組
合
中
央
金
庫
 
他

 

事
業
規
模
（
合
算
）

 
（
以
下

3
社
合
算
）
資
本
金
：

1.17
億
円
 
売
上
高
：

22
億
円
 
従
業
員
数
：

134
名
 

 

借
入
金
総
額
：

35
億
円

 

経
緯

 
事
業
面
に
つ
い
て
は
、
流
通
市
場
の
変
化
へ
の
対
応
の
遅
れ
や
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
工
場
の
半
壊
に
よ

り
売
上
が
低
迷
し
、
量
の
確
保
で
き
る
低
採
算
・
不
採
算
取
引
の
維
持
・
拡
大
や
生
産
性
向
上
・
リ
ス
ト

ラ
等
の
不
徹
底
に
よ
り
収
益
も
悪
化
と
い
う
状
況
。
財
務
面
に
つ
い
て
は
、
過
剰
投
資
や
慢
性
的
赤
字
に

よ
る
、
収
益
力
に
比
し
て
過
大
な
有
利
子
負
債
を
抱
え
る
と
い
う
状
況
。

3
社
は
経
営
陣
が
親
族
関
係
に

あ
り
、
そ
の
事
業
の
共
通
性
か
ら
、
従
前
よ
り
事
業
統
合
に
よ
る
経
営
改
善
を
協
議
し
て
お
り
、
主
力
行

及
び
ス
ポ
ン
サ
ー
と
、
機
構
へ
の
支
援
申
込
み
を
行
う
に
至
っ
た
。

 

機
構
の
支
援
意
義

 
八
戸
市
に
お
い
て
し
め
鯖
を
中
心
と
し
た
水
産
加
工
事
業
を
営
み
、
八
戸
の
し
め
鯖
生
産
量
約

6,000
ト

ン
の
約

11
％
を
生
産
し
、
約

130
名
を
雇
用
。
農
商
工
連
携
促
進
法
第
一
号
認
定
や
農
林
水
産
大
臣
賞

を
受
け
る
等
、
地
元
食
材
を
利
用
し
た
優
れ
た
加
工
技
術
を
保
持
。
地
元
に
と
っ
て
有
用
な
経
営
資
源
を

有
し
て
お
り
、
地
元
経
済
へ
の
影
響
、
地
元
一
次
産
業
の
活
性
化
の
観
点
か
ら
、
対
象
事
業
者
の
再
生
を

支
援
す
る
意
義
大
。

 

再
生
ス
キ
ー
ム

 
会
社
分
割
に
よ
る
事
業
統
合

 

ス
キ
ー
ム
の
概
要

 
㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
が
㈱
ダ
イ
マ
ル
及
び
丸
竹
八
戸
水
産
㈱
の

100
％
親
会
社
と
な
り
、
会
社
分
割
の
手
法
を

用
い
て
、
㈱
ダ
イ
マ
ル
及
び
丸
竹
八
戸
水
産
㈱
の
事
業
に
係
る
資
産
及
び
承
継
可
能
な
負
債
等
を
㈱
デ
ィ

メ
ー
ル
に
承
継
さ
せ
る
。
㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
の
非
継
続
保
有
債
務
に
つ
い
て
は
、
㈱
ダ
イ
マ
ル
に
免
責
的
債

務
引
受
を
行
い
、
㈱
ダ
イ
マ
ル
及
び
丸
竹
八
戸
水
産
㈱
に
つ
い
て
は
特
別
清
算
等
の
法
的
手
続
を
行
う
。 

㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
の
既
存
株
式
は

100%
減
資
を
行
い
、
ス
ポ
ン
サ
ー
及
び
機
構
が
出
資
し
、
機
構
が

2/3
の

議
決
権
を
保
有
。

 

【
ス
キ
ー
ム
図
】

 

 

企
業

再
生
支
援

機
構

の
関
与

 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 

○
出
資
（

21
百
万
円
）

 
○
融
資
（
最
大

1
億
円
）

 

○
経
営
人
材
の
派
遣

 

金
融
支
援
の
内
容

 
対
象
債
権
総
額
約

34
億
円
の
う
ち
、
承
継
可
能
な
負
債
を
㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
に
移
し
、
㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
の

非
継
続
保
有
債
務
に
つ
い
て
は
㈱
ダ
イ
マ
ル
に
免
責
的
債
務
引
受
を
行
う
。
㈱
デ
ィ
メ
ー
ル
の
債
務
は
将

来
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
に
よ
り
弁
済
さ
れ
、
最
終
的
に
、
㈱
ダ
イ
マ
ル
の
残
債
務

27
億
円
が
金
融
機

関
の
債
権
放
棄
額
と
な
る
見
込
み
。

 

経
営
責
任
等

 
経
営
責
任
：
役
員
は
全
員
退
任
。
退
職
慰
労
金
請
求
権
を
含
む
全
て
の
債
権
を
放
棄
。

  

株
主
責
任
：
全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
を
用
い
て
、
株
主
が
保
有
す
る
株
式
の
全
部
を
無
償
に
て
取
得

す
る
こ
と
に
よ
り
株
主
責
任
を
履
行
。
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 事
例
番
号
 

3
 

対
象
事
業
者
 

株
式
会
社
北
都
、
株
式
会
社
三
都
 

事
務
所
所
在
地
 

■
北
都
：
新
潟
県
新
潟
市
江
南
区
（
登
記
上
：
新
潟
県
新
潟
市
中
央
区
）
 

■
三
都
：
新
潟
県
新
潟
市
東
区
 

業
種
 

印
刷
業
 

持
込
金
融
機
関
等
 

第
四
銀
行
、
島
津
印
刷
 

取
引
金
融
機
関
等
 

第
四
銀
行
他
 

財
務
数
値
等
 

 

■
北
都
 
 

売
上
高
：
2
,
6
6
4
百
万
円
、
経
常
利
益
：
△
6
5
百
万
円
、
当
期
純
利
益
：
1
0
6
百
万
円
、
資
本
金
：
9
9

百
万
円
、
純
資
産
：
△
1
,
2
8
2
百
万
円
、
総
資
産
：
1
,
9
7
0
百
万
円
、
役
職
員
数
：
1
4
8
名
 

■
三
都
 
 

売
上
高
：
2
6
6
百
万
円
、
経
常
利
益
：
△
9
0
百
万
円
、
当
期
純
利
益
：
△
7
6
百
万
円
、
資
本
金
：
1
5
6

百
万
円
、
純
資
産
：
△
2
7
7
百
万
円
、
総
資
産
：
4
6
4
百
万
円
、
役
職
員
数
：
4
名
 

経
緯
 

北
都
は
、
本
社
工
場
の
増
築
、
印
刷
機
の
導
入
な
ど
の
設
備
投
資
を
行
っ
た
が
、
当
初
予
定
通
り
に
は
受

注
が
伸
び
ず
、
結
果
と
し
て
借
入
残
高
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
、
本
業
以
外
の
投
資
が
、

資
金
繰
り
を
圧
迫
し
て
い
た
。
三
都
も
、
印
刷
機
を
購
入
し
A
判
印
刷
事
業
を
始
め
た
が
受
注
量
が
伸
び

ず
、
業
績
が
低
迷
し
て
い
た
。
こ
う
し
た
現
状
の
も
と
、
抜
本
的
な
事
業
再
建
を
図
る
た
め
、
主
力
の
第

四
銀
行
及
び
ス
ポ
ン
サ
ー
と
協
議
し
、
申
込
に
至
っ
た
。
 

機
構
の
支
援
意
義
 

北
都
及
び
三
都
は
、
高
性
能
の
機
械
設
備
を
有
し
、
企
画
・
デ
ザ
イ
ン
か
ら
印
刷
ま
で
の
一
貫
請
負
体
制

で
、
新
潟
県
内
に
多
く
の
顧
客
を
有
し
て
お
り
、
仕
入
・
外
注
先
に
つ
い
て
も
、
約
8
割
を
県
内
事
業
者

が
占
め
、
地
域
経
済
の
活
性
化
に
寄
与
し
て
い
る
。
ま
た
、
グ
ル
ー
プ
会
社
を
合
わ
せ
、
約
1
5
0
名
を
雇

用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
同
社
の
再
生
は
地
域
の
雇
用
確
保
に
資
す
る
。
 

事
業
計
画
の
骨
子
 

『
顧
客
開
拓
の
協
力
』
、
『
共
同
仕
入
等
に
よ
る
材
料
費
削
減
』
、
『
外
注
費
の
改
善
』
、
『
下
請
受
注

に
よ
る
売
上
拡
大
』
及
び
『
コ
ス
ト
削
減
』
の
各
施
策
を
実
施
し
、
再
生
を
図
る
。
 

再
生
ス
キ
ー
ム
 

第
二
会
社
方
式
 

ス
キ
ー
ム
の
概
要
 

北
都
は
、
吸
収
分
割
に
よ
り
、
ス
ポ
ン
サ
ー
が
設
立
す
る
新
会
社
に
対
し
、
印
刷
事
業
及
び
負
担
可
能
な

債
務
を
承
継
。
分
割
後
の
新
会
社
は
、
ス
ポ
ン
サ
ー
か
ら
出
資
、
第
四
銀
行
か
ら
運
転
資
金
枠
の
設
定
を

受
け
る
。
旧
会
社
は
、
遊
休
不
動
産
等
を
売
却
し
、
売
却
代
金
は
負
債
の
返
済
に
充
当
。
資
産
売
却
代
金

で
返
済
で
き
な
か
っ
た
残
債
務
に
つ
い
て
は
、
特
別
清
算
等
の
法
的
整
理
に
よ
り
処
理
。
 

三
都
は
、
ス
ポ
ン
サ
ー
の
子
会
社
に
対
し
て
、
印
刷
事
業
を
譲
渡
し
、
資
産
売
却
後
、
特
別
清
算
等
の
法

的
整
理
に
よ
り
処
理
。
 

【
ス
キ
ー
ム
図
】
 

 

機
構
の
関
与
 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 
 
 
 
○
出
資
者
と
債
務
者
間
の
調
整
 

ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
等
 

再
生
に
必
要
か
つ
経
営
責
任
の
な
い
一
部
役
員
を
除
き
、
役
員
全
員
が
退
任
し
、
島
津
印
刷
か
ら
役
員
の

派
遣
を
受
け
る
予
定
で
あ
る
。
 

 
 

○
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
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 事
例
番
号
 

4
 

対
象
事
業
者
 

株
式
会
社
マ
リ
ー
ナ
電
子
、
株
式
会
社
マ
リ
ー
ナ
産
業
 

事
務
所
所
在
地
 

茨
城
県
笠
間
市
 

業
種
 

■
マ
リ
ー
ナ
電
子
：
電
子
部
品
受
託
製
造
業
 
■
マ
リ
ー
ナ
産
業
：
O
A
機
器
等
販
売
業
、
不
動
産
賃
貸
業
 

持
込
金
融
機
関
等
 

筑
波
銀
行
、
常
陽
銀
行
、
キ
ヤ
ノ
ン
電
子
株
式
会
社
 

取
引
金
融
機
関
等
 

筑
波
銀
行
、
常
陽
銀
行
他
 

財
務
数
値
等
 

■
マ
リ
ー
ナ
電
子
 

売
上
高
：
3
,
2
7
8
百
万
円
、
経
常
利
益
：
△
2
0
7
百
万
円
、
当
期
純
利
益
：
△
2
1
0
百
万
円
、
資
本
金
：

4
1
7
百
万
円
、
総
資
産
：
4
,
7
0
9
百
万
円
、
純
資
産
：
6
8
2
百
万
円
、
従
業
員
数
：
2
3
0
名
 

■
マ
リ
ー
ナ
産
業
 

売
上
高
：
 
4
1
0
百
万
円
、
経
常
利
益
：
△
1
1
百
万
円
、
当
期
純
利
益
：
△
1
1
百
万
円
、
資
本
金
：
1
5

百
万
円
、
純
資
産
：
1
1
6
百
万
円
、
総
資
産
：
8
5
4
百
万
円
、
従
業
員
数
：
1
8
名
 

経
緯
 

マ
リ
ー
ナ
電
子
は
、
世
界
的
な
景
気
後
退
に
よ
り
、
売
上
高
は
ピ
ー
ク
時
の
約

3
分
の

1
に
落
込
み
、
関

係
子
会
社
の
整
理
、
人
員
削
減
及
び
賃
金
カ
ッ
ト
等
の
リ
ス
ト
ラ
を
実
施
し
た
が
回
復
せ
ず
、
資
金
繰
り

は
逼
迫
。
過
去
の
積
極
的
な
設
備
投
資
等
に
よ
る
多
額
の
有
利
子
負
債
は
返
済
不
能
な
状
況
。
マ
リ
ー
ナ

産
業
は
、
O
A
機
器
等
販
売
・
不
動
産
賃
貸
事
業
を
細
々
と
営
ん
で
い
る
が
、
こ
ち
ら
も
過
去
の
不
動
産

投
資
等
に
よ
る
借
入
金
は
返
済
不
能
な
こ
と
か
ら
、
主
力
の
筑
波
銀
行
、
常
陽
銀
行
、
主
要
取
引
先
で
あ

る
キ
ヤ
ノ
ン
電
子
と
協
議
し
、
申
込
に
至
っ
た
。
 

機
構
の
支
援
意
義
 

マ
リ
ー
ナ
電
子
が
有
す
る
基
板
実
装
の
ノ
ウ
ハ
ウ
及
び
高
度
な
品
質
管
理
技
術
は
、
事
務
機
・
民
生
（
家

電
）
・
産
業
機
器
・
通
信
機
器
・
車
載
機
等
の
幅
広
い
分
野
に
適
用
さ
れ
て
お
り
、
地
域
に
お
け
る

電
機

・

機
械
産
業
の
維
持
・
発
展
に
必
要
不
可
欠
な
存
在
。
ま
た
、
茨
城
県
中
央
部
及
び
長
崎
県
島
原
南
部
に
工

場
を
有
し
て
お
り
、
同
社
の
再
生
は
地
域
に
お
け
る
労
働
状
況
の
安
定
に
寄
与
。
 

事
業
計
画
の
骨
子
 

『
収
益
構
造
の
改
善
、
生
産
性
の
向
上
・
効
率
化
』
、
『
生
産
設
備
の
適
正
化
』
、
『
採
算
管
理
の
徹
底
化
』

及
び
『
組
織
運
営
体
制
の
改
革
』
の
各
施
策
を
実
施
し
、
再
生
を
図
る
。
 

再
生
ス
キ
ー
ム
 

第
二
会
社
方
式
 

ス
キ
ー
ム
の
概
要
 

マ
リ
ー
ナ
電
子
は
、
吸
収
分
割
に
よ
り
、
新
会
社
に
基
板
実
装
事
業
及
び
負
担
可
能
な
債
務
を
承
継
。
新

会
社
は
、
茨
城
い
き
い
き

2
号
フ
ァ
ン
ド
、
キ
ヤ
ノ
ン
電
子
等
か
ら
出
資
を
受
け
る
。
旧
会
社
は
資
産
処

分
し
、
負
債
の
返
済
に
充
当
。
資
産
売
却
代
金
で
返
済
で
き
な
か
っ
た
残
債
務
に
つ
い
て
は
特
別
清
算
等

の
法
的
整
理
に
よ
り
処
理
予
定
。
 

マ
リ
ー
ナ
産
業
は

O
A
機
器
等
販
売
事
業
を
キ
ヤ
ノ
ン
電
子
又
は
そ
の
子
会
社
へ
の
会
社
分
割
に
よ
る
譲

渡
を
検
討
中
。
旧
会
社
は
資
産
売
却
後
、
特
別
清
算
等
の
法
的
整
理
に
よ
り
処
理
予
定
。
 

【
ス
キ
ー
ム
図
】
 

               

機
構
の
関
与
 

○
金
融
機
関
等
の
債
権
者
間
の
調
整
 
 
 
 
○
出
資
者
と
債
務
者
間
の
調
整
 

ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
 

茨
城
い
き
い
き

2
号
フ
ァ
ン
ド
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
及
び
筑
波
銀
行
か
ら
監
査
役
の
派
遣
を
受
け
、

ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
。
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 事
例
番
号
 

6
 

対
象
事
業
者
 

寿
工
業
株
式
会
社
 

事
務
所
所
在
地
 

東
京
都
新
宿
区
（
主
な
事
業
所
：
広
島
県
呉
市
）
 

業
種
 

鉄
鋼
製
品
及
び
鋳
鋼
品
の
製
造
販
売
等
 

持
込
金
融
機
関
等
 

も
み
じ
銀
行
、
広
島
銀
行
、
呉
信
用
金
庫
及
び
商
工
組
合
中
央
金
庫
 

取
引
金
融
機
関
等
 

も
み
じ
銀
行
、
広
島
銀
行
、
呉
信
用
金
庫
及
び
商
工
組
合
中
央
金
庫
 
他
 

財
務
数
値
等
（
単
体
）
 

 

売
上
高
：
1
7
,
1
2
8
百
万
円
、
経
常
利
益
：
△
1
,
4
9
6
百
万
円
、
当
期
純
利
益
：
△
2
,
4
8
7
百
万
円
、
 

資
本
金
：
4
8
百
万
円
、
純
資
産
：
5
1
2
百
万
円
、
総
資
産
：
3
1
,
3
7
3
百
万
円
 
役
職
員
数
：
3
8
6
名
[
連
結
]
 

【
参
考
】
北
九
州
事
業
損
益
を
除
い
た
場
合
 
売
上
高
：
1
5
,
7
8
0
百
万
円
、
経
常
利
益
：
3
2
0
百
万
円
 

経
緯
 

当
社
は
、
福
岡
県
北
九
州
市
に
お
い
て
韓
国
向
け
の
鍛
造
用
鋼
塊
（
ｲ
ﾝ
ｺ
ﾞ
ｯ
ﾄ
）
等
を
製
造
す
る
た
め
巨
額

の
資
金
を
調
達
し
、
韓
国
企
業
と
合
弁
で
「
ア
ジ
ア
特
殊
製
鋼
㈱
」
（
以
下
「
A
S
S
」
と
い
う
。
）
を
設
立
、

併
せ

て
当

社
自

身
に

よ
る

北
九

州
製

作
所

を
設

立
し

た
が

、
工

場
建

設
中

に
リ

ー
マ

ン
シ

ョ
ッ

ク
が
 

 

勃
発

。
2
0
0
9
年

1
0
月
か

ら
本
格

稼
働

し
た
も

の
の
、

リ
ー
マ

ン
シ

ョ
ッ
ク

に
端
を

発
し
た

需
要

後
退
や
 

為
替
の
影
響
等
に
よ
り
、
2
0
1
2
年
4
月
に
A
S
S
は
自
己
破
産
を
申
請
、
北
九
州
製
作
所
は
そ
の
後
操
業
停
止
。
 

そ
の
結
果
、
当
社
は
A
S
S
に
対
す
る
多
額
の
保
証
債
務
を
抱
え
る
に
至
っ
た
。
 

機
構
の
支
援
意
義
 

当
社
は
、
主
要
事
業
で
あ
る
製
鋼
事
業
に
お
い
て
半
製
品
で
あ
る
特
殊
鋼
ブ
ル
ー
ム
を
外
販
す
る
ア
ジ
ア

唯
一
の
メ
ー
カ
ー
で
あ
り
、
ま
た
、
国
内
に
競
合

2
社
し
か
な
い
ア
ン
カ
ー
及
び
チ
ェ
ー
ン
の
製
造
メ
ー

カ
ー
で
あ
り
、
国
内
造
船
メ
ー
カ
ー
に
と
っ
て
も
貴
重
な
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン
グ
を
確
立
し
て
い
る
。
更
に
、

広
島
県
呉
市
を
中
心
に
当
社
グ
ル
ー
プ
で
約

4
0
0
名
も
の
雇
用
を
担
っ
て
お
り
、
加
え
て
仕
入
先
や
下
請

先
と
し
て
地
域
の
お
よ
そ

2
0
0
社
も
の
中
小
企
業
を
抱
え
て
お
り
地
域
経
済
に
与
え
る
影
響
は
大
き
い
。
 

事
業
計
画
の
骨
子
 

①
製
鋼
事
業
に
お
け
る
売
上
・
収
益
の
維
持
拡
大
、
②
船
用
鋳
鋼
品
及
び
陸
用
鋳
鋼
品
の
収
益
性
改
善
、

③
設
備
投
資
の
合
理
化
、
④
組
織
運
営
体
制
・
人
事
政
策
の
改
革
、
の
各
施
策
を
実
施
し
再
生
を
図
る
。
 

再
生
ス
キ
ー
ム
 

第
二
会
社
方
式
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
 

ス
キ
ー
ム
の
概
要
 

当
社
は
、
吸
収
分
割
の
手
法
を
用
い
て
当
社
が
設
立
す
る
新
会
社
に
対
し
て
全
て
の
事
業
及
び
負
担
可
能

な
債
務
を
承
継
。
新
会
社
は
、
機
構
か
ら
の
出
資
（
総
額

5
億
円
）
、
Ｄ
Ｅ
Ｓ
を
希
望
す
る
債
権
者
か
ら

の
債
権
の
現
物
出
資
を
予
定
。
 

機
構
の
関
与
 

○
関
係
金
融
機
関
等
調
整
（
債
権
買
取
り
等
を
含
む
）
、
○
出
資
、
○
新
規
融
資
枠
の
設
定
、
○
経
営
人

材
等
の
派
遣
 

ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
等
 

取
締
役
数
を
ス
リ
ム
化
し
意
思
決
定
の
迅
速
化
を
図
る
と
と
も
に
、
外
部
人
材
の
登
用
及
び
機
構
か
ら
も

人
材
を
派
遣
。
更
に
、
機
構
と
し
て
第
三
者
割
当
増
資
の
引
受
け
に
よ
り
、
株
主
と
し
て
も
ガ
バ
ナ
ン
ス

を
確
保
し
、
事
業
再
生
計
画
の
実
行
を
推
し
進
め
て
い
く
。
 

 


